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第97期末（2026年３月31日現在）連結貸借対照表 
  

(単位：百万円) 

科        目 金    額  科        目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）   （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 1,033,714  預 金 6,787,063 

コールローン及び買入手
形 

4,549  譲 渡 性 預 金 32,650 

買 入 金 銭 債 権 18,639  債 券 3,128,390 

特 定 取 引 資 産 41,822  債券貸借取引受入担保金 179,661 

有 価 証 券 1,357,251  特 定 取 引 負 債 30,804 

貸 出 金 9,719,474  借 用 金 999,250 

外 国 為 替 19,691  外 国 為 替 1,463 

そ の 他 資 産 199,174  社 債 130,000 

有 形 固 定 資 産 32,995  そ の 他 負 債 100,978 

建 物 11,452  賞 与 引 当 金 4,752 

土 地 19,758  退 職 給 付 に 係 る 負 債 677 

建 設 仮 勘 定 252  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 263 

そ の 他 の有 形 固定 資 産 1,532  睡眠債券払戻損失引当金 22,975 

無 形 固 定 資 産 29,816  そ の 他 の 引 当 金 83 

ソ フ ト ウ ェ ア 28,309  繰 延 税 金 負 債 51 

そ の 他 の無 形 固定 資 産 1,507  支 払 承 諾 153,146 

退 職 給 付 に 係 る 資 産 61,607  負 債 の 部 合 計 11,572,213 

繰 延 税 金 資 産 37,864  （ 純 資 産 の 部 ）  

支 払 承 諾 見 返 153,146  資 本 金 218,653 

貸 倒 引 当 金 △199,949  危 機 対 応 準 備 金 129,500 

   特 別 準 備 金 400,811 

   資 本 剰 余 金 1 

   利 益 剰 余 金 301,777 

   自 己 株 式 △140,792 

   株 主 資 本 合 計 909,950 

   
その他有価証券評価差額

金 
1,920 

   繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 6,743 

   
退職給付に係る調整累計

額 
15,174 

   
その他の包括利益累計額合

計 
23,837 

   非 支 配 株 主 持 分 3,796 

   純 資 産 の 部 合 計 937,585 

資 産 の 部 合 計 12,509,799  負債及び純資産の部合計 12,509,799 
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第97期 ( 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで ) 連結損益計算書 

  

(単位：百万円) 

科        目 金        額 

経 常 収 益    247,422  

資 金 運 用 収 益  179,219    

貸 出 金 利 息  153,385    

有 価 証 券 利 息 配 当 金  15,346    

コールローン利息及び買入手形利息  1,252    

預 け 金 利 息  7,219    

そ の 他 の 受 入 利 息  2,015    

役 務 取 引 等 収 益  17,439    

特 定 取 引 収 益  7,027    

そ の 他 業 務 収 益  24,626    

そ の 他 経 常 収 益  19,110    

償 却 債 権 取 立 益  84    

そ の 他 の 経 常 収 益  19,025    

経 常 費 用    207,012  

資 金 調 達 費 用  50,118    

預 金 利 息  23,776    

譲 渡 性 預 金 利 息  1,318    

債 券 利 息  17,911    

コールマネー利息及び売渡手形利息  563    

売 現 先 利 息  1    

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息  2,733    

借 用 金 利 息  1,833    

社 債 利 息  1,409    

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息  283    

そ の 他 の 支 払 利 息  287    

役 務 取 引 等 費 用  2,575    

そ の 他 業 務 費 用  32,402    

営 業 経 費  87,126    

そ の 他 経 常 費 用  34,790    

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  32,209    

そ の 他 の 経 常 費 用  2,581    

経 常 利 益    40,409  

特 別 利 益    3,497  

固 定 資 産 処 分 益  3,497    

特 別 損 失    1,250  

固 定 資 産 処 分 損  181    

減 損 損 失  1,068    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益    42,657  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  7,500    

法 人 税 等 調 整 額  2,534    

法 人 税 等 合 計    10,034  

当 期 純 利 益    32,623  

非支配株主に帰属する当期純利益    3  

親会社株主に帰属する当期純利益    32,619  
      

  



―3― 

第97期 ( 2025年４月１日から 
2026年３月31日まで ) 連結株主資本等変動計算書 

  

(単位：百万円) 

 

株 主 資 本 

資 本 金 
危機対応 
準備金 

特別準備金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
株主資本 
合計 

当期首残高 218,653 129,500 400,811 1 275,685 △1,169 1,023,481 

当期変動額        

剰余金の配当         △6,527   △6,527 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

        32,619   32,619 

自己株式の取得           △139,623 △139,623 

自己株式の処分       0   0 0 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

              

当期変動額合計 － － － 0 26,092 △139,623 △113,530 

当期末残高 218,653 129,500 400,811 1 301,777 △140,792 909,950 

  

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主 
持分 

純資産合計 
その他有価
証 券 
評 価 差 額 

金 

繰延ヘッジ 
損益 

退職給付に
係 る 
調 整 累 計 

額 

その他の 
包括利益 
累計額合計 

当期首残高 10,553 401 177 11,131 3,796 1,038,410 

当期変動額       

剰余金の配当           △6,527 

親会社株主に帰属 
する当期純利益 

          32,619 

自己株式の取得           △139,623 

自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目 
の当期変動額(純額) 

△8,633 6,342 14,996 12,706 － 12,706 

当期変動額合計 △8,633 6,342 14,996 12,706 － △100,824 

当期末残高 1,920 6,743 15,174 23,837 3,796 937,585 
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連結注記表 

 

Ⅰ 連結計算書類の作成方針 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、株式会社商工組合中央金庫法第23条第２項、株式会社商工組合中央金

庫法施行令第７条第２項及び同条第３項に基づいております。 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等    10社 

会社名 

八重洲商工株式会社 

株式会社商工中金情報システム 

商工サービス株式会社 

八重洲興産株式会社 

株式会社商工中金MIRAIハーベスト 

株式会社商工中金経済研究所 

商工中金リース株式会社 

商工中金カード株式会社 

商工中金キャピタル株式会社 

株式会社商工中金ヒューマンデザイン 

（連結の範囲の変更） 

株式会社商工中金MIRAIハーベストは新規設立により、当連結会計年度から連結の範囲に含めております。 

(2) 非連結の子会社及び子法人等    ２社 

会社名 

八重洲緑関連事業協同組合 

つながる未来ファンド（匿名組合） 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に

見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財

政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しており

ます。 

(3) 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず子会社としなかった当該他の

会社等 

当該他の会社等の数 １社 

投資事業等を営む連結子会社が、投資育成等を図ることを目的に出資したものであり、傘下に入れる目的では

ないことから、子会社として取り扱っておりません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

(3) 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等    ２社 

会社名 

八重洲緑関連事業協同組合 

つながる未来ファンド（匿名組合） 
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(4) 持分法非適用の関連法人等    １社 

会社名 

サザンカパートナーズ株式会社 

持分法非適用の非連結子会社及び子法人等並びに関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連

結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。 

(5)  他の会社等の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関連

法人等としなかった当該他の会社等 

当該他の会社等の数 ３社 

当金庫及び投資事業等を営む連結子会社が、投資育成等を図ることを目的に出資したものであり、傘下に入れ

る目的ではないことから、関連法人等として取り扱っておりません。 

 

3. 連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 

３月末日    10社 
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記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

Ⅱ 会計方針に関する事項 

1. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利

益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対

照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特

定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワッ

プ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行ってお

ります。 

また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券及び金銭債権

等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計

年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

なお、派生商品については、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに関して金融資産及び金融負債を相殺した

後の正味の資産又は負債を基礎として、当該金融資産及び金融負債のグループを単位とした時価を算定しておりま

す。 

2. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非

連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証

券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動

平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

3. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。 

なお、特定の市場リスク又は特定の信用リスクに関して金融資産及び金融負債を相殺した後の正味の資産又は負

債を基礎として、当該金融資産及び金融負債のグループを単位とした時価を算定しております。 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

当金庫の有形固定資産は、定率法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物  ２年～60年 

 その他 ２年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法に

より償却しております。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当金庫並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却

しております。なお、残存価額については零としております。 
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5. 貸倒引当金の計上基準 

当金庫の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士

協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権

については、危機対応業務に係る損害担保付貸出とそれ以外の債権とにグルーピングし、また、要注意先債権のう

ち要管理債権以外のその他の要注意先債権（以下「その他の要注意先債権」という。）については、さらに貸出条

件緩和の有無によりグルーピングしております。これらのグループ毎に、主としてそれぞれ今後１年間の予想損失

額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎

とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加え

て算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権

に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を

計上しております。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシ

ュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しております。 

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認め

た額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上して

おります。 

6. 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年

度に帰属する額を計上しております。 

7. 役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のう

ち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

8. 睡眠債券払戻損失引当金の計上基準 

睡眠債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券等について、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積

り必要と認める額を計上しております。 

9. その他の引当金の計上基準 

その他の引当金は、商品の引き換えに備えるために、その引当見込額を計上した販売促進引当金であります。 

10. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については給付

算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（14年）による定額法により損益

処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（14年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る当期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
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11. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当金庫の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しておりま

す。 

連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算して

おります。 

12. 重要なヘッジ会計の方法 

(1) 金利リスク・ヘッジ 

当金庫の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月

17日。以下、「業種別委員会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効

性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金とヘッジ手段である金

利スワップ取引を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。 

(2) 為替変動リスク・ヘッジ 

当金庫の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外

貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第25号 

2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債

権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建

金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効

性を評価しております。 

(3) 連結会社間取引等 

デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引

については、ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引に対して、業種別委員会実務指針第24号に基づき、

恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行っているため、

当該金利スワップ取引から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識を行っております。 

なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジ、あるいは金利スワップの特例処理を行っております。 

連結される子会社及び子法人等の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 
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重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係

る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

1．貸倒引当金 

(1)当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金 199,949百万円 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

貸倒引当金の算出方法は、「Ⅱ 会計方針に関する事項」「5.貸倒引当金の計上基準」に記載しております。 

②主要な仮定 

主要な仮定は、「取引先区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」及び「予想損失額に関する将来見込

み等」であります。「取引先区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各取引先の収益獲得能力等を

個別に評価し、設定しております。「予想損失額に関する将来見込み等」として、連結決算日時点における個々

の引当金算定区分の貸倒実績率等には反映されない信用リスクを織り込んでおります。 

正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、連結決算日時点の大口取引先に対する債権額から担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を基礎として、連結決算日以降の突発的な貸

倒リスクを織り込むための引当金を追加計上しております。その他の要注意先債権のうち貸出条件緩和を有する

債権については、前連結会計年度は、新型コロナ制度融資返済開始等に伴う2024年３月期の貸倒実績率の高まり

に着目し、今後３年間の予想損失率の見積りにあたって、前連結会計年度までに観測された貸倒実績率から予想

損失額を推計することで、将来見込み等必要な修正を加えた貸倒引当金を算出しておりました。当連結会計年度

は、前連結会計年度までに見込んでいた予想損失額が貸倒実績率に反映されたことから、将来見込み等必要な修

正は終了しております。 

また、破綻懸念先債権に相当する債権(キャッシュ・フロー見積法適用先を除く)の予想損失率については、算

定期間数を拡大することで中長期の景気循環の影響が均された過去の貸倒実績率を基礎としております。その上

で、過去の経済指標の実績値と破綻懸念先債権の損失実績率の関係を分析し、直近の経済指標の実績値から推計

される損失率が過去の貸倒実績率を上回る場合には、足もとの景気悪化の状況を反映するため、当該損失率を予

想損失率として貸倒引当金を算出しております。この算出方法に基づき、当連結会計年度は、過去の貸倒実績率

を予想損失率として使用しております。 

③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

個別貸出先の業績やその他経済環境の変化により、当初の見積りに用いた「取引先区分の判定における貸出先

の将来の業績見通し」及び「予想損失額に関する将来見込み等」が変化した場合は、翌連結会計年度に係る連結

計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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2．睡眠債券払戻損失引当金 

(1)当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

  睡眠債券払戻損失引当金の当連結会計年度の金額 22,975百万円 

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積もりの内容に関する理解に資する情報 

①算出方法 

 睡眠債券払戻損失引当金の算出方法は、「Ⅱ．会計方針に関する事項」「8．睡眠債券払戻損失引当金の計上基

準」に記載しております。 

②主要な仮定 

 当連結会計年度において、負債計上を中止した債券等のうち、現物債および登録債形式の商工債券（以下、

「現物債等」という。）について、すべての元金と利子の支払いを2027年９月30日（以下、「払戻終了日」とい

う。）までとすることを決定し、公表しております。 

 睡眠債券払戻損失引当金の見積りにあたって用いた主要な仮定は、負債計上を中止した現物債等に関する将来

の払戻請求見込額であります。払戻終了日までの期間における現物債等に関する払戻請求見込額が、公表に伴い

増加することを想定しております。 

 そのため、当連結会計年度においては、過去の払戻実績額を現物債等の償還年度毎かつ払戻時期毎に分解し、

払戻実績額の上位層を基礎として、払戻終了日までの払戻請求に応じて発生する損失を見積り、睡眠債券払戻損

失引当金を算定しております。 

 なお、複数の代替的な見積りを比較検討した上で、最も合理的と判断した方法を採用しております。 

③翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

 翌連結会計年度の実際の払戻状況等によって、当初の見積りに用いた将来の払戻請求見込額が変化した場合は、

翌連結会計年度の連結計算書類における睡眠債券払戻損失引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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未適用の会計基準等 

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日） 

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日） 

ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正 

(1) 概要 

国際的な会計基準と同様に、借手のすべてのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるものであ

ります。企業会計基準委員会のリースに関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、ＩＦＲＳ第16

号と同様に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、原資産

に対する使用権が借手に移転するととらえることにより、借手において使用権資産とリース負債を計上する使用

権モデルが採用されました。ただし、ＩＦＲＳ第16号の定めを全て取り入れるのではなく、主要な定めの内容の

み取り入れることにより簡素で利便性が高くなり、また、国際的な比較可能性を大きく損なわせない範囲で代替

的な取扱いを定めることとされております。 

(2) 適用予定日 

2028年３月期の期首より適用予定であります。 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。 
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追加情報 

(特別準備金) 

2008年10月１日の株式会社化に伴い、株式会社商工組合中央金庫法附則第５条に基づき、資本金、利益剰余金から

特別準備金への振替を行っております。 

なお、特別準備金は次の性格を有しております。 

(1) 剰余金の額の計算においては、株式会社商工組合中央金庫法第43条の規定に基づき、特別準備金の額は、資本

金及び準備金の額の合計額に算入されます。 

(2) 欠損のてん補を行う場合、株式会社商工組合中央金庫法第44条第１項の規定に基づき、資本準備金及び利益準

備金の額の合計額が零となったときは、特別準備金の額を減少することができます。なお、特別準備金の額を減

少した後において剰余金の額が零を超えることとなったときは、株式会社商工組合中央金庫法第44条第３項の規

定に基づき、特別準備金の額を増加しなければなりません。 

(3) 自己資本の充実の状況その他財務内容の健全性が向上し、その健全性が確保されるに至ったと認める場合には、

株式会社商工組合中央金庫法第45条の規定に基づき、株主総会の決議によって、特別準備金の額の全部又は一部

を国庫に納付するものとされています。 

(4) 仮に清算することとなった場合には、その債務を弁済してなお残余財産があるときは、株式会社商工組合中央

金庫法第46条の規定に基づき、特別準備金の額を国庫に納付するものとされています。 

  

(危機対応準備金) 

株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の３に基づき、危機対応業務の円滑な実施のため、政府が出資した金額を

危機対応準備金として計上しております。 

なお、危機対応準備金は次の性格を有しております。 

(1) 剰余金の額の計算においては、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の６第１項の規定により読み替えて適

用される同法第43条の規定に基づき、危機対応準備金の額は、資本金及び準備金の額の合計額に算入されます。 

(2) 欠損のてん補を行う場合、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の４の規定に基づき、特別準備金の額が零

となったときは、危機対応準備金の額を減少することができます。なお、危機対応準備金の額を減少した後にお

いて剰余金の額が零を超えることとなったときは、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の６第１項の規定に

より読み替えて適用される同法第44条第３項の規定に基づき、危機対応準備金の額を増加しなければなりません。

この危機対応準備金の額の増加は、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の６第２項の規定に基づき、特別準

備金の額の増加に先立って行うこととされています。 

(3) 危機対応業務の円滑な実施のために必要な財政基盤が十分に確保されるに至ったと株式会社商工組合中央金庫

が認める場合には、株式会社商工組合中央金庫法附則第２条の５及び第２条の６第１項の規定により読み替えて

適用される同法第45条の規定に基づき、株主総会の決議によって、危機対応準備金の額の全部又は一部に相当す

る金額を国庫に納付するものとされています。 

(4) 仮に清算することとなった場合には、その債務を弁済してなお残余財産があるときは、株式会社商工組合中央

金庫法附則第２条の６第１項の規定により読み替えて適用される同法第46条及び同法附則第２条の６第３項の規

定に基づき、危機対応準備金の額を国庫に納付するものとされています。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

1. 関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く） 2,697 百万円 

2. 株式会社商工組合中央金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであ

ります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部

について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるも

のに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上さ

れるもの並びに注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸

借契約によるものに限る。）であります。 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額   142,022百万円 

危険債権額                144,977百万円 

要管理債権額                112,682百万円 

 三月以上延滞債権額            7,076百万円 

 貸出条件緩和債権額           105,606百万円 

小計額                  399,682百万円 

正常債権額               9,600,932百万円 

合計額                 10,000,615百万円 

 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由によ

り経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債

権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しな

いものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債

権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元

本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債

権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる

債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

3. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀

行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

権利を有しておりますが、その額面金額は、44,529百万円であります。 

4. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産   

 有価証券 435,277 百万円 

担保資産に対応する債務   

 預金 1,304 百万円 

 債券貸借取引受入担保金 179,661 百万円 

 借用金 165,000 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用等として、有価証券

133,308百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、金融商品等差入担保金52,266百万円、保証金・敷金等1,743百万円が含まれております。 
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5. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契

約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、2,076,564百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任

意の時期に無条件で取消可能なものが1,788,822百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも

当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ

れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫並びに連結され

る子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の中止又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付

けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期

的に予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等

を講じております。 

 6. 有形固定資産の減価償却累計額 71,481 百万円 

 7. 有形固定資産の圧縮記帳額 15,504 百万円 

8. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金20,000百万円が含

まれております。 

9. 社債には、劣後特約付社債130,000百万円が含まれております。 

10. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は4,804百万円であります。 

 

(連結損益計算書関係) 

1. 「その他の経常収益」には、株式等売却益8,226百万円及び睡眠債券払戻損失引当金戻入益9,334百万円が含まれ

ております。 

2. 「その他の経常費用」には、貸出金償却522百万円、株式等償却88百万円及び債権売却損1,516百万円が含まれて

おります。 

3. 減損損失 

  当金庫が首都圏及びその他の地域に保有する以下の資産について、営業キャッシュ・フローの低下、継続的な地

価の下落、使用目的の変更及び処分を予定したこと等に伴い投資額の回収が見込めなくなったことから、減損損失

を計上しております。 

主な用途 種類 
減損損失 
（百万円） 

営業店舗２ヵ所 土地及び建物等 120 

処分予定資産・遊休資産１ヵ所 土地及び建物等 948 

合計 － 1,068 

  有形固定資産の減損損失の算定にあたり、管理会計上の最小単位である営業店単位でグルーピングを行っており

ます。また、処分予定資産及び遊休資産については各々独立した単位として取り扱っており、本部・事務センタ

ー・社宅等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産として取り扱っております。 

 有形固定資産の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、主として正味売却価額により算定しております。正

味売却価額は、不動産鑑定評価基準に準拠した評価額から処分費用見込額を控除する等により算定しております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(単位：千株) 
  

  
当連結会計年度 
期首株式数 

当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 

摘  要 

発行済株式      

  
普通株式 2,186,531 － － 2,186,531  

合計 2,186,531 － － 2,186,531  

自己株式      

  
普通株式 10,797 895,015 1 905,811 (注) 

合計 10,797 895,015 1 905,811  
  

(注) 自己株式のうち普通株式の増加は、株主総会決議に基づく政府保有株式の取得によるもの及び単元未満株式の

買取請求に応じたことによるものであります。減少は、単元未満株式の買増請求に応じたことによるものであ

ります。 

  

2. 配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 
  

（決議） 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2025年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 
(政府分) 

2,702百万円 3.0円(注) 

2025年３月31日 2025年６月23日 
普通株式 

(政府以外分) 
3,824百万円 3.0円 

  

（注） 配当時の株式会社商工組合中央金庫法第50条により、政府の所有する株式に対し剰余金の配当をする場合に

は、政府以外の者の所有する株式１株に対して配当する剰余金に１を超えない範囲で政令で定める割合を乗

じて得た額を政府の所有する株式１株に対して配当しなければならないとされておりました。なお、株式会

社商工組合中央金庫法施行令第15条により、政令で定める割合は10分の10とされていました。 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 
  

(決議予定) 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

2026年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 6,403百万円 利益剰余金 5.0円 2026年３月31日 

2026年６月 23日
定時株主総会及
び主務大臣認可
後(注) 

  

（注） 株式会社商工組合中央金庫法第49条に基づき、剰余金の配当その他剰余金の処分の決議は、主務大臣の認可

によりその効力を生じます。 
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(金融商品関係) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当金庫グループは融資事業及びデリバティブ取引の提供等の金融サービス事業を行っております。 

 これらの事業を行うため、預金の受入れ、債券の発行等による資金調達を行っております。このように、保有

する資産・負債は、金利・有価証券の価格・為替相場等様々な市場のリスクファクターの変動により、その価値

が変動し損失を被るリスクを有しております。こうしたリスクを適正に管理しつつ、安定した収益を確保する観

点から、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を実施しており、その一環として、デリバティブ取引も行ってお

ります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当金庫グループにおける資産は、主として国内の取引先に対する事業性の貸出金であり、取引先の財務状況の

悪化等により損失を被るリスク（信用リスク）があります。 

また、有価証券は、主に債券及び株式であり、債券については、満期までの保有を目的としたもののほか、市

場環境等を踏まえた運用を行う目的で、その他有価証券として保有しております。株式については、純投資目的

及び政策投資目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価

格の変動リスクに晒されております。 

債券及び借用金は、一定の環境の下で当金庫グループが市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支

払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております。 

デリバティブ取引にはＡＬＭの一環で行っている金利スワップ取引や通貨スワップ取引等があります。当金庫

グループでは、これらを利用して、資産、負債に関わる金利の変動リスクや為替の変動リスクを回避しておりま

す。なお、ヘッジ会計の適用要件を満たすデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しております。これ

らのヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の残高を比較する等により、

ヘッジの有効性を確認しております。 

このほか、トレーディング業務では、取引先の金利や為替の変動リスクをヘッジするニーズに応える目的や、

金利や為替の変動による短期的な収益獲得を目的として、金利スワップ取引や通貨スワップ取引、債券先物取引、

為替予約取引等を行っております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当金庫グループは、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、信用格付、与信許容限度、個

別案件毎の与信審査、担保・保証等の与信管理に関する体制を整備し運営しております。これらの与信管理は、

各営業店のほかファイナンス本部により行われ、また、大口与信先への対応については、定期的に経営陣によ

る投融資会議等を開催し、付議しております。さらに、監査部がリスク管理態勢等の監査を行っております。 

有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しても、信用リス

クに関する管理諸規程に従い、信用格付、与信許容限度による管理体制を整備し運営しております。対市場取

引については、リスク統括部による外部格付のモニタリングや市場取引部署による信用情報等の収集等に基づ

き、定期的に管理しております。 

② 市場リスクの管理 

(ⅰ) 金利リスクの管理 

当金庫グループでは、バンキング業務、トレーディング業務毎に複数のカテゴリーに区分した上で、経営

会議やＡＬＭ会議等で設定した10bpv（金利の10ベーシス・ポイント（0.10％）の上昇が時価に与える影響

額）やバリュー・アット・リスク（ＶａＲ）の限度額に基づき金利の変動リスクを管理しております。「市

場関連リスク管理規程」等において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ＡＬＭ会議等におい

て実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。リスク統括部は、金融資産及び負債の金

利リスクの状況について、評価損益や10bpv、ＶａＲ等によりモニタリングを行い、日次で担当役員に、定

期的に経営会議並びにＡＬＭ会議に報告しております。なお、ＡＬＭ会議等の決定により、金利の変動リス

クをヘッジするための金利スワップ等のデリバティブ取引も行っております。 

(ⅱ) 為替リスクの管理 

為替の変動リスクに関して、日次の総合持高管理により為替持高の一定範囲内への抑制を行っております。 
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(ⅲ) 価格変動リスクの管理 

株式については、純投資目的と政策投資目的で運用方針を区分し、以下のとおり管理をしております。 

純投資株式については、経営会議やＡＬＭ会議で設定した保有残高やＶａＲの限度額に基づき価格変動リ

スクを管理するとともに、格付のモニタリングによる業況把握も行っております。 

政策投資株式については、取締役会で保有残高の限度額を決定しております。政策投資株式のうち上場株

式についてもＶａＲの限度額を設けて価格変動リスクを管理するとともに、株価推移管理による業況確認や、

未公開株式も含めた保有方針の見直しを行っております。 

具体的なリスク管理方法や手続き等の詳細については「市場関連リスク管理規程」等に明記しており、Ａ

ＬＭ会議等において実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。リスク統括部は、残高

や評価損益、ＶａＲ等によりモニタリングを行い、日次で担当役員に、定期的に経営会議並びにＡＬＭ会議

に報告しております。 

(ⅳ) デリバティブ取引 

デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性の評価、事務管理に関する部門をそれぞれ分離

し内部牽制を確立しております。 

(ⅴ) 市場リスクに係る定量的情報 

(ア) 特定取引目的の金融商品 

当金庫グループでは、「特定取引資産」のうちの売買目的有価証券、「デリバティブ取引」のうち特定

取引目的として保有している金融商品に関するＶａＲの算定にあたっては、ヒストリカル・シミュレーシ

ョン法（保有期間10日、信頼区間99.9％、観測期間５年）を採用しております。  

2026年３月31日現在で当金庫グループのトレーディング業務の市場リスク量（損失額の推計値）は、全

体で1,047百万円であります。 

なお、当金庫グループでは、モデルが算出するＶａＲと実際の損益を比較するバックテスティングを実

施しております。当連結会計年度のトレーディング業務に関して実施したバックテスティングの結果、使

用する計測モデルは十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えております。 

ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測

しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があ

ります。 

(イ) 特定取引目的以外の金融商品 

特定取引目的以外で保有している主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券」のその他有価証券に分

類される債券と株式、満期保有目的の債券に分類される債券、「現金預け金」、「預金」、「譲渡性預

金」、「債券」、「債券貸借取引受入担保金」、「借用金」、「デリバティブ取引」のうちの金利スワッ

プ取引と通貨スワップ取引であります。これらの金融商品に関するＶａＲの算定にあたっては、ヒストリ

カル・シミュレーション法（保有期間１ヵ月～１年、信頼区間99.9％、観測期間５年）を採用しておりま

す。 

2026年３月31日現在で当金庫グループのトレーディング以外の業務の市場リスク量（損失額の推計値）

は、全体で28,336百万円となっております。ただし、ＶａＲは過去の相場変動をベースに統計的に算出し

た一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況

下におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

なお、当金庫グループでは、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける金融資産及び金融負債

について、10bpvを金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用しております。金利以外のす

べてのリスク変数が一定であることを仮定し、2026年３月31日現在、指標となる金利が10ベーシス・ポイ

ント上昇したものと想定した場合には、金融商品の時価が1,591百万円減少するものと把握しております。

当該影響額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数との相

関を考慮しておりません。また、金利に10ベーシス・ポイントを超える変動が生じた場合等には、算定額

を超える影響が生じる可能性があります。 
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③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当金庫グループでは、運用と調達の年度間純増減計画を決定した上で、年度間及び月次で資金計画を作成し

て資金ポジションを把握しております。資金調達手段は、長期安定資金となる債券を中心とすることにより流

動性リスクを抑制するとともに、預金による調達を行っております。また、短期市場での調達も行っている他、

無担保での調達が困難な状況に備えて、有担保調達が可能なように担保差入可能な債券を保有しております。 

流動性リスクを抑制するための流動性リスク管理計数をＡＬＭ会議において設定し、その遵守状況はリスク

統括部において把握し、日次で担当役員に、定期的に経営会議並びにＡＬＭ会議に報告しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当

該価額が異なることもあります。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場

価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、コールロ

ーン及び買入手形、外国為替（資産・負債）並びに債券貸借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似することから、注記を省略しております。また、「連結貸借対照表計上額」の重要性が乏しい科目に

ついては、記載を省略しております。 

(単位：百万円) 
  

 
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 有価証券    

   満期保有目的の債券 613,954 558,348 △55,605 

   その他有価証券 709,053 709,053 － 

(2) 貸出金 9,719,474   

   貸倒引当金（＊１） △196,643   

 9,522,831 9,440,560 △82,270 

資産計 10,845,838 10,707,962 △137,876 

(1) 預金 6,787,063 6,790,474 3,410 

(2) 譲渡性預金 32,650 32,653 3 

(3) 債券 3,128,390 3,111,378 △17,011 

(4) 借用金 999,250 944,104 △55,146 

負債計 10,947,354 10,878,610 △68,743 

デリバティブ取引（＊２）    

 ヘッジ会計が適用されていないもの 3,762 3,762 － 

 ヘッジ会計が適用されているもの 9,827 9,827 － 

デリバティブ取引計 13,589 13,589 － 
  

(＊１) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 

(＊２) 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（ ）で表示しております。 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の

「有価証券」には含まれておりません。 

 (単位：百万円) 
 

区 分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式(＊１)(＊２) 20,392 

組合出資金(＊３) 13,851 
  

(＊１) 非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 

2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(＊２) 当連結会計年度において、非上場株式について88百万円減損処理を行っております。 

(＊３) 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 

2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。 

 

レベル１の時価： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価： 

 

観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ

ンプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

 

当連結会計年度（2026年３月31日） 

(単位:百万円) 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

その他有価証券     

国債 301,405 － － 301,405 

地方債 － 203,751 － 203,751 

社債 － 42,905 5,432 48,338 

株式 42,208 1,905 － 44,113 

その他 74,828 36,615 0 111,443 

資産計 418,442 285,177 5,432 709,053 

負債計 － － － － 

デリバティブ取引（＊）     

金利関連 － 20,641 － 20,641 

通貨関連 － (7,051) － (7,051) 

デリバティブ取引計 － 13,589 － 13,589 

(＊) 特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しており

ます。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、( )で表示しております。 

 
  



―21― 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 

当連結会計年度（2026年３月31日） 

(単位:百万円) 

区分 

時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

満期保有目的の債券     

国債 512,622 － － 512,622 

地方債 － 45,725 － 45,725 

貸出金 － － 9,440,560 9,440,560 

 資産計 512,622 45,725 9,440,560 9,998,909 

預金 － 6,790,474 － 6,790,474 

譲渡性預金 － 32,653 － 32,653 

債券 － 3,111,378 － 3,111,378 

借用金 － 944,104 － 944,104 

 負債計 － 10,878,610 － 10,878,610 
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（注１） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類して

おります。主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。

主に地方債、社債がこれに含まれます。また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又

は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価額を時

価とし、レベル２の時価に分類しております。 

私募債は、私募債の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信用リスク

等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。なお、発行体からの保証料は、元利金の合計額

に含めております。また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する私募債については、担保及び保証によ

る回収見込額等を時価としております。当該時価はレベル３の時価に分類しております。 

なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 

 

貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場金利に信

用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しております。なお、残存期間が短期間の割引手形は、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの割引

現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日

における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を

時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出金を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないものにつ

いては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価

額を時価としております。 

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、そうでない場合はレベ

ル２の時価に分類しております。 
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負 債 

預金、及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。ま

た、定期預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割

引現在価値により時価を算定しております。割引率は、市場金利を用いております。なお、預入期間が短期間

（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。当該

時価はレベル２の時価に分類しております。 

 

債券 

当金庫の発行する債券の時価は、市場価格によって算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

金利スワップの特例処理の対象とされた債券については、当該金利スワップの時価を反映しております。 

 

借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信

用リスクを加味した利率で割り引いて現在価値を算定しております。当該時価はレベル２の時価に分類してお

ります。 

金利スワップの特例処理の対象とされた借用金については、当該金利スワップの時価を反映しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に

分類しており、主に債券先物取引や金利先物取引がこれに含まれます。 

ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種類

や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法を利用して時価を算定

しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為替レート、ボラティリティ等であ

ります。また、取引相手の信用リスク及び当金庫自身の信用リスクに基づく価格調整を行っております。観察

できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の時価に分類しており、プレイ

ン・バニラ型の金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれます。重要な観察できないインプットを用いてい

る場合はレベル３の時価に分類しております。 

 

（注２） 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に分類される金融商品の重要性が乏し

いため、記載を省略しております。 
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(有価証券関係) 

連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

 

1. 売買目的有価証券（2026年３月31日現在） 
  

 
当連結会計年度の損益に含まれた 

評価差額（百万円) 

売買目的有価証券 － 

 

2. 満期保有目的の債券（2026年３月31日現在） 
  

 種 類 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時 価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

国債 － － － 

地方債 － － － 

小計 － － － 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

国債 568,064 512,622 △55,441 

地方債 45,890 45,725 △164 

小計 613,954 558,348 △55,605 

合計 613,954 558,348 △55,605 

 

3. その他有価証券（2026年３月31日現在） 
  

 種 類 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
取得原価 
(百万円) 

差 額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

株式 42,772 8,187 34,585 

債券 204 200 4 

 国債 － － － 

 地方債 － － － 

 社債 204 200 4 

その他 80,546 58,748 21,797 

小計 123,523 67,136 56,387 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

株式 1,341 1,426 △85 

債券 553,290 604,740 △51,450 

 国債 301,405 346,222 △44,816 

 地方債 203,751 208,651 △4,900 

 社債 48,133 49,866 △1,733 

その他 34,979 37,033 △2,053 

小計 589,611 643,200 △53,588 

合計 713,135 710,337 2,798 
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4. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日） 
  

 
売却額 
(百万円) 

売却益の合計額 
(百万円) 

売却損の合計額 
(百万円) 

株式 5,030 4,187 0 

債券 159,840 252 8,486 

 国債 158,178 252 8,448 

社債 1,661 － 38 

その他 34,394 4,511 118 

合計 199,265 8,951 8,605 

 

5. 減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有価証券の時価

が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについて

は、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下

「減損処理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理額は、０百万円（うち、その他の証券０百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準において、有価証券の発行会社

の区分ごとに次のとおり定めております。 

破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落 

要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落 

正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落 

なお、要注意先とは今後管理に注意を要する債務者、正常先とは破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先

以外の債務者であります。 

 

(１株当たり情報) 

１株当たりの純資産額  315円３銭 

純資産額の算定にあたっては、株式会社商工組合中央金庫法施行規則に基づき、危機対応準備金及び特別準備金を

控除しております。 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 22円38銭 

 
 


